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規　　　　　則

　神奈川県土地利用調整条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第33号

　　　神奈川県土地利用調整条例施行規則の一部を改正する規則

　神奈川県土地利用調整条例施行規則（平成8年神奈川県規則第97号）の一部を次のように改正する。

　第4条第7号中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和6年4月1日から施行する。

　地方独立行政法人法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第34号

　　　地方独立行政法人法施行細則の一部を改正する規則

　地方独立行政法人法施行細則（平成22年神奈川県規則第20号）の一部を次のように改正する。

　第10条第1項各号を次のように改める。

　⑴　法人の目的及び業務内容

　⑵　県の政策における法人の位置付け及び役割

　⑶　中期目標の概要

　⑷　理事長の理念並びに業務運営上の方針及び戦略

目　次

○規則

　神奈川県土地利用調整条例施行規則の一部を改正する規則（政策・土地水資源対策課）

　地方独立行政法人法施行細則の一部を改正する規則（総務・行政管理課）

　神奈川県生活環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（環境農政・環境課）

　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則（福祉子どもみらい・子ども家庭課）

　�神奈川県立総合療育相談センター条例施行規則の一部を改正する規則（福祉子どもみらい・障害福
祉課）

　�感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行細則の一部を改正する規則（健康医
療・医療危機対策本部室）

　�港湾の設置及び管理等に関する条例の施行等に関する規則の一部を改正する規則（県土整備・河港
課）

　神奈川県流域下水道事業固定資産規則の一部を改正する規則（県土整備・下水道課）
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　⑸　中期計画及び年度計画の概要（公立大学法人神奈川県立保健福祉大学にあっては、中期計画の概要）

　⑹　持続的に適正なサービスを提供するための財源その他の資源

　⑺　業務運営上の課題及びリスク並びにこれらへの対応策

　⑻　業績の適正な評価に資する情報

　⑼　業務の成果及び当該業務に要した資源

　⑽　予算及び決算の概要

　⑾　財務諸表の要約

　⑿　財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況に関する理事長による説明

　⒀　第1条第3号に規定する体制の運用状況

　⒁　法人に関する基礎的な情報

　第23条を次のように改める。

（公立大学法人の業務実績等報告書）

第23条　法第78条の2第2項の報告書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

　⑴　中期計画に定められた事項ごとに明らかにした業務の実績

　⑵　中期目標及び中期計画の実施状況

　⑶　前2号に掲げる事項について自ら行った評価の結果

2 �　法人は、法第78条の2第2項の報告書を神奈川県地方独立行政法人評価委員会に提出したときは、速やか

に、当該報告書をインターネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　神奈川県生活環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第35号

　　　神奈川県生活環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

　神奈川県生活環境の保全等に関する条例施行規則（平成9年神奈川県規則第113号）の一部を次のように改正

する。

　第36条第1項第1号中「規定する」を「掲げる」に、「統計法第28条の規定に基づき、産業に関する分類を定

める件（平成25年総務省告示第405号」を「統計法第28条の規定に基づき、統計基準として日本標準産業分類を

定める件（令和5年総務省告示第256号」に改め、同号イ中「電気・ガス・熱供給・水道業」の次に「のうち、

次に掲げる分類を除いたもの」を加え、同号イに次のように加える。

　　　（ｱ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（33　電気業）（（ｲ）に係るものに限る。）

　　　（ｲ）　電気小売業（事業者向けのものに限る。）

　　　（ｳ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（34　ガス業）（（ｴ）に係るものに限る。）

　　　（ｴ）　ガス小売業（導管による事業所向けのものに限る。）

　第36条第1項第1号オ（ｵ）ａ中「ｂ、ｃ及びｄ」を「ｂ及びｃ」に改め、同号オ（ｵ）ｄを削り、同号オ中（ｵ）

を（ｶ）とし、（ｴ）を（ｵ）とし、（ｳ）の次に次のように加える。

　　　（ｴ）　各種商品小売業のうち、次に掲げる分類

　　　　ａ　管理、補助的経済活動を行う事業所（56　各種商品小売業）（ｂ及びｃに係るものに限る。）

　　　　ｂ　ドラッグストア

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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　　　　ｃ�　ホームセンター（電気機械器具小売業（中古品を除く）、電気事務機械器具小売業（中古品を除

く）及びその他の機械器具小売業、家具・建具・畳小売業並びにじゅう器小売業に係るものを除

く。）

　第36条第1項第1号コ（ｳ）ａ中「ｂ」の次に「及びｃ」を加え、同号コ（ｳ）に次のように加える。

　　　　ｃ　介護医療院

　第36条第1項第2号中「規定する」を「掲げる」に改め、同号イ中「電気・ガス・熱供給・水道業」の次に

「のうち、次に掲げる分類を除いたもの」を加え、同号イに次のように加える。

　　　（ｱ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（33　電気業）（（ｲ）に係るものに限る。）

　　　（ｲ）　電気小売業

　　　（ｳ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（34　ガス業）（（ｴ）に係るものに限る。）

　　　（ｴ）　ガス小売業

　別表第10の1⑴の備考4⑵中サをスとし、ウからコまでをオからシまでとし、イの次に次のように加える。

　　　　　　　ウ　電気・ガス・熱供給・水道業のうち、次に掲げる分類

　　　　　　　　（ｱ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（33　電気業）（（ｲ）に係るものに限る。）

　　　　　　　　（ｲ）　電気小売業

　　　　　　　　（ｳ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（34　ガス業）（（ｴ）に係るものに限る。）

　　　　　　　　（ｴ）　ガス小売業

　　　　　　　エ　運輸業、郵便業のうち、次に掲げる分類

　　　　　　　　（ｱ）�　管理、補助的経済活動を行う事業所（48　運輸に附帯するサービス業）（（ｲ）に係るもの

に限る。）

　　　　　　　　（ｲ）　レッカー・ロードサービス業

　別表第10の1⑵中サをスとし、ウからコまでをオからシまでとし、イの次に次のように加える。

　　ウ　電気・ガス・熱供給・水道業のうち、次に掲げる分類

　　　（ｱ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（33　電気業）（（ｲ）に係るものに限る。）

　　　（ｲ）　電気小売業

　　　（ｳ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（34　ガス業）（（ｴ）に係るものに限る。）

　　　（ｴ）　ガス小売業

　　エ　運輸業、郵便業のうち、次に掲げる分類

　　　（ｱ）　管理、補助的経済活動を行う事業所（48　運輸に附帯するサービス業）（（ｲ）に係るものに限る。）

　　　（ｲ）　レッカー・ロードサービス業

　　　附　則

　この規則は、令和6年4月1日から施行する。

　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第36号

　　　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

　児童福祉法施行細則（昭和38年神奈川県規則第63号）の一部を次のように改正する。

　第1条第1項中第32号を第33号とし、第24号から第31号までを1号ずつ繰り下げ、第23号の次に次の1号を

加える。

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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　　法第33条の6の3の規定により、社会的養護自立支援拠点事業の利用を勧奨すること。

　第23条の7の次に次の6条を加える。

（親子再統合支援事業等の開始の届出）

第�23条の8　法第34条の7の2第2項の規定による届出は、親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事

業、意見表明等支援事業）開始届（第29号様式の5）により行うものとする。

（親子再統合支援事業等の変更の届出）

第�23条の9　法第34条の7の2第3項の規定による届出は、親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事

業、意見表明等支援事業）変更届（第29号様式の6）により行うものとする。

（親子再統合支援事業等の廃止又は休止の届出）

第�23条の10　法第34条の7の2第4項の規定による届出は、親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事

業、意見表明等支援事業）廃止（休止）届（第29号様式の7）により行うものとする。

（妊産婦等生活援助事業の開始の届出）

第�23条の11　法第34条の7の5第2項の規定による届出は、妊産婦等生活援助事業開始届（第29号様式の8）

により行うものとする。

（妊産婦等生活援助事業の変更の届出）

第�23条の12　法第34条の7の5第3項の規定による届出は、妊産婦等生活援助事業変更届（第29号様式の9）

により行うものとする。

（妊産婦等生活援助事業の廃止又は休止の届出）

第�23条の13　法第34条の7の5第4項の規定による届出は、妊産婦等生活援助事業廃止（休止）届（第29号様

式の10）により行うものとする。

　第29号様式の2の5を次のように改める。

5　養育者等又は指導員及び補助員の精神の機能の障害の有無

　第29号様式の4の次に次の6様式を加える。

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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第29号様式の5（第23条の8関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事業、意見表明等支援事業）開始届

� 年　　月　　日　

　神奈川県知事殿

	 届出者　住所

	 　　　　氏名

　次のとおり親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事業、意見表明等支援事業）を開始しますので、

届け出ます。

1　事業の種類及び内容

2　経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）

3　職員の定数及び職務の内容

4　主な職員の氏名及び経歴

5　事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地

6　事業開始の予定年月日

備考　定款その他の基本約款を添えてください。

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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第29号様式の6（第23条の9関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事業、意見表明等支援事業）変更届

� 年　　月　　日　

　神奈川県知事殿

	 届出者　住所

	 　　　　氏名

　次の事項について変更しましたので、届け出ます。

事 業 の 種 類

変更した事項

変 更 前

変 更 後

変 更 し た 年 月 日 年　　　月　　　日

参 考 事 項

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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第29号様式の7（第23条の10関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事業、意見表明等支援事業）

	 廃止（休止）届

� 年　　月　　日　

　　神奈川県知事殿

	 届出者　住所

	 　　　　氏名

　次のとおり親子再統合支援事業（社会的養護自立支援拠点事業、意見表明等支援事業）を廃止（休止）しま

すので、届け出ます。

事 業 の 種 類

廃止（休止）しようとする
年月日（休止しようとする
場合にあつては、休止の予
定期間）

　　年　　月　　日（から　　年　　月　　日まで）

廃 止 （ 休 止 ） の 理 由

現に便宜を受けている者に
対する措置

参 考 事 項

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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第29号様式の8（第23条の11関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

妊産婦等生活援助事業開始届

� 年　　月　　日　

　神奈川県知事殿

	 届出者　住所

	 　　　　氏名

　次のとおり妊産婦等生活援助事業を開始しますので、届け出ます。

1　事業の種類及び内容

2　経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）

3　職員の定数及び職務の内容

4　主な職員の氏名及び経歴

5　事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地

6　事業開始の予定年月日

備考　定款その他の基本約款を添えてください。

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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第29号様式の9（第23条の12関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

妊産婦等生活援助事業変更届

� 年　　月　　日　

　神奈川県知事殿

	 届出者　住所

	 　　　　氏名

　次の事項について変更しましたので、届け出ます。

事 業 の 種 類

変更した事項

変 更 前

変 更 後

変 更 し た 年 月 日 年　　　月　　　日

参 考 事 項

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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第29号様式の10（第23条の13関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

妊産婦等生活援助事業廃止（休止）届

� 年　　月　　日　

　神奈川県知事殿

	 届出者　住所

	 　　　　氏名

　次のとおり妊産婦等生活援助事業を廃止（休止）しますので、届け出ます。

事 業 の 種 類

廃止（休止）しようとする
年月日（休止しようとする
場合にあつては、休止の予
定期間）

　　年　　月　　日（から　　年　　月　　日まで）

廃 止 （ 休 止 ） の 理 由

現に便宜を受けている者に
対する措置

参 考 事 項

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名

令和 6年(2024年) 3月29日神 奈 川 県 公 報号 外 第 25 号
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　　　附　則

　この規則は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第29号様式の2の改正規定は、公布の日から施行す

る。

　神奈川県立総合療育相談センター条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第37号

　　　神奈川県立総合療育相談センター条例施行規則の一部を改正する規則

　神奈川県立総合療育相談センター条例施行規則（平成8年神奈川県規則第70号）の一部を次のように改正す

る。

　第6条の見出し中「等」を削り、同条第1項中「整形外科、リハビリテーション科」を「小児整形外科、小

児リハビリテーション科」に、「、精神科、内科、泌尿器科、眼科及び耳鼻いんこう科」を「及び児童精神科」

に改め、同条第2項を削る。

　第7条及び第8条を削る。

　第9条中「（第4号様式）」を「（第1号様式）」に、「（第5号様式）」を「（第2号様式）」に改め、同条を第7

条とし、第10条から第12条までを2条ずつ繰り上げる。

　第13条第1項中「（第6号様式）」を「（第3号様式）」に改め、同条第2項中「（第7号様式）」を「（第4号様

式）」に改め、同条を第11条とし、第14条を第12条とし、第15条を第13条とする。

　第1号様式から第3号様式までを削る。

　第4号様式中「（第9条関係）」を「（第7条関係）」に改め、同様式を第1号様式とする。

　第5号様式中「（第9条関係）」を「（第7条関係）」に改め、同様式を第2号様式とする。

　第6号様式中「（第13条関係）」を「（第11条関係）」に、「入所又は受診」を「受診又は入所」に改め、同様式

を第3号様式とする。

　第7号様式中「（第13条関係）」を「（第11条関係）」に改め、同様式を第4号様式とする。

　　　附　則

　この規則は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第6条の見出し及び同条第1項の改正規定は、公布

の日から施行する。

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第38号

　　　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行細則の一部を改正する規則

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行細則（平成19年神奈川県規則第29号）の一部

を次のように改正する。

　第1条第1号中「（法第6条第7項第3号に掲げる新型コロナウイルス感染症に係るものを除く。）」を削り、

同条第42号及び第43号中「第44条の3の2第6項」を「第44条の3の5第6項」に、「第50条の3第6項」を

「第50条の6第6項」に改め、同条第53号の次に次の1号を加える。

　�の2　法第31条第1項（法第44条の9第1項において準用する場合を含む。）の規定により、一類感染症等
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の病原体に汚染された生活の用に供される水等について、その管理者に対し、使用又は給水を制限し、及

び禁止すべきことを命ずること。

　第1条第57号中「及び第44条の9第1項」を「、第44条の3の2第2項、第44条の3の3第2項、第44条の

9第1項、第50条の3第2項及び第50条の4第2項」に改め、同条第61号を次のように改める。

　�　法第44条の3第2項（法第44条の9第1項において準用する場合を含む。）の規定により、新型インフル

エンザ等感染症の患者に対し、健康状態について報告を求め、及び当該感染症の感染の防止に必要な協力

を求めること。

　第1条第62号を削り、同条第62号の2中「第44条の3の3」を「第44条の3の6」に改め、同号を同条第62

号とし、同条第79号中「第31条から第33条まで」を「第32条及び第33条」に改め、同条第81号の2中「第50条

の4」を「第50条の7」に改め、同条第84号中「指定動物」の次に「等」を加える。

　　　附　則

　この規則は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第1条第1号の改正規定、同条第53号の次に1号を

加える改正規定並びに同条中第61号、第62号、第79号及び第84号の改正規定は、公布の日から施行する。

　港湾の設置及び管理等に関する条例の施行等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第39号

　　　港湾の設置及び管理等に関する条例の施行等に関する規則の一部を改正する規則

　港湾の設置及び管理等に関する条例の施行等に関する規則（昭和39年神奈川県規則第126号）の一部を次のよ

うに改正する。

　第1条の2第2号中「並びに」を「、」に改め、「ウ」の次に「並びに第4号（条例第18条第2項の規定によ

り指定管理者に業務を行わせる場合を除く。）」を加え、「同項の」を「条例第4条第1項の」に改め、同条第

4号及び第5号中「第4号」の次に「（条例第18条第2項の規定により指定管理者に業務を行わせる場合に限

る。）」を加え、「同項」を「条例第4条第1項」に改める。

　第3条第1号中「第4条第1項第1号ア」の次に「及び第4号イ（第二物揚場、第四物揚場及び第五物揚場

に限る。）」を加え、同条第2号中「並びに」を「、」に改め、「ウ」の次に「並びに第4号ア及びイ（第二物揚

場、第四物揚場及び第五物揚場を除く。）」を加え、同条に次の1号を加える。

　⑶　条例第4条第1項第4号ウに掲げる施設　荷さばき地利用承認申請書（第4号様式の2）

　第3条に次の1項を加える。

2 �　条例第18条第2項の規定により指定管理者に業務を行わせる場合においては、条例第4条第1項第4号ア

からウまでに掲げる施設の利用の承認の申請については、前項の規定は、適用しない。

　第2号様式中

「
神奈川県収入証紙はり付け欄

」

を削り、「神奈川県藤沢

土木事務所長」を「神奈川県　　土木事務所長」に、「湘南港の本船岸壁」を「岸壁」に改める。

　第3号様式及び第4号様式中

「
神奈川県収入証紙はり付け欄

」

を削り、

同様式の次に次の1様式を加える。
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第 4号様式の2（第3条関係）（用紙　日本産業規格Ａ4縦長型）

荷　さ　ば　き　地　利　用　承　認　申　請　書

　　　　　　年　　月　　日

　神奈川県県西土木事務所長殿

	 申請者　住　　所

	 　　　　氏　　名

	 　　　　電話番号

　次のとおり荷さばき地を利用したいので、承認を申請します。

施 設 名

目的（貨物の種類）

仕 出 し 港 港

仕 向 け 港 港

面 積 平方メートル

期 間
年　　　　　月　　　　　 日から

年　　　　　月　　　　　 日まで

法人その他の団体に
あつては、所在地、
名称及び代表者の氏
名
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　　　附　則

1　この規則は、公布の日から施行する。

2　改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができる。

　神奈川県流域下水道事業固定資産規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和6年3月29日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

神奈川県規則第40号

　　　神奈川県流域下水道事業固定資産規則の一部を改正する規則

　神奈川県流域下水道事業固定資産規則（令和2年神奈川県規則第41号）の一部を次のように改正する。

　別表中備考以外の部分を次のように改める。

別表（第35条、第43条関係）

区分 単位
金額

第一級地 第二級地 第三級地 第四級地

第一種電柱

1本

2,460円 1,940円 1,630円 1,530円

第二種電柱 3,780円 2,980円 2,510円 2,350円

第三種電柱 5,100円 4,030円 3,380円 3,170円

第一種電話柱 2,200円 1,740円 1,460円 1,360円

第二種電話柱 3,520円 2,780円 2,330円 2,180円

第三種電話柱 4,830円 3,820円 3,200円 3,000円

その他の柱類 220円 170円 150円 140円

共架電線 共架する電柱1本 1,720円 1,360円 1,140円 1,070円

看板 表示面積1平方メートル 8,200円 4,310円 1,330円 910円

標識 1本 3,520円 2,780円 2,330円 2,180円

管　

類

外径が0.07メートル未満のもの

長さ1メートル

92円 73円 61円 57円

外径が0.07メートル以上0.1メ
ートル未満のもの

130円 100円 87円 82円

外径が0.1メートル以上0.15メ
ートル未満のもの

200円 160円 130円 120円

外径が0.15メートル以上0.2メ
ートル未満のもの

260円 210円 170円 160円

外径が0.2メートル以上0.3メー
トル未満のもの

400円 310円 260円 250円

外径が0.3メートル以上0.4メー
トル未満のもの

530円 420円 350円 330円

外径が0.4メートル以上0.7メー
トル未満のもの

920円 730円 610円 570円

外径が0.7メートル以上1メー
トル未満のもの

1,320円 1,040円 870円 820円

外径が1メートル以上2メー
トル未満のもの

2,640円 2,080円 1,750円 1,640円

外径が2メートル以上のもの 5,270円 4,160円 3,500円 3,280円
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　別表の備考1中「、座間市及び綾瀬市」を「及び座間市」に改め、同表の備考2中「伊勢原市」の次に「、

綾瀬市」を加える。

　　　附　則

　この規則は、令和6年4月1日から施行する。
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